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国 地 契 第 １ １ ６ 号

平成２７年３月３１日

各地方整備局長 殿

国土交通省大臣官房長

（ 公 印 省 略 ）

「建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領」の一部改正について

標記について 「建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領 （昭和45年12、 」

月10日付け建設省厚第50号）の一部を下記のとおり改正することとしたので、遺漏なき

よう措置されたい。

記

第４第４項を削除する。

第４第五項、第５の２第１項本文及び第５の２第３項中「及び第４項」を削除。

第５の２第１項第一号中「文書持参方式」の次に「 定期の一般競争参加資格審査を除（

く 」を加える。。）

第５の２第２項中「又は第４第４項に規定する書類」を削る。

第12第２項第七号として次の一号を加える。

七 資本関係に関する事項又は役員の兼任に関する事項
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様式１を次のように改める。

１ ： ※ 02 受付番号 ※ 03 ※ 申請者 05 適格組 平成     年     月     日

２ ： 04 の規模 合証明 第                         号

平成             年度において、貴                                                    で行われる測量・建設コンサルタント等業務に係る競争に参加する資格の審査を申請します。
なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。

平成               年              月              日

殿

06 本社（店）郵便番号

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

07 本社（店）住所

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

08 商号又は名称

09 役職

ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ ﾌ ﾘ ｶﾞﾅ

代表者氏名 10 担当者氏名

11 本社（店）電話番号 12

（ 内線番号 ）

13 本社（店）ＦＡＸ番号 14 電子入札用ICカードの登録番号

15 メールアドレス

（16 代理申請時使用欄）
申請代理人 申請代理人郵便番号

申請代理人住    所 申請代理人電話番号

申請代理人氏    名

17 登録を受けている事業

登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日 登 録 事 業 名 登 録 番 号 登 録 年 月 日

 号 年 月 日 号 年 月 日 号 年 月 日
号 年 月 日 号 年 月 日 号 年 月 日
号 年 月 日 号 年 月 日 号 年 月 日
号 年 月 日 号 年 月 日 号 年 月 日

※欄については、記載しないこと（以下同じ）。

土地家屋調査士 司 法 書 士 計量証明事業者

測 量 業 者 建 築 士 事 務 所 建 設 ｺﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ
地 質 調 査 業 者 補 償 ｺﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 不動産鑑定業者

16

01 新規 業 者 コ － ド

更新

一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（測量・建設コンサルタント等）

担当者電話番号

印

印
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様式２－２を次のように加える。

該当の有無について 有 無 申請者会社法人等番号 － －

資本関係に関する事項 （左欄の該当が「無」の場合も必ず記入して下さい）

　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

会社法人等番号 － － 本店電話番号（代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店住所

　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

会社法人等番号 － － 本店電話番号（代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店住所

　子会社（会社法第２条第３号の規定によるもの。）
会社法人等番号 商号又は名称（４０文字以内） 　 会社法人等番号 商号又は名称（４０文字以内）

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

－ － － －

役員の兼任に関する事項
役職名 氏名 兼任先の会社法人等番号 兼任先の商号又は名称（４０文字以内） 兼任先での役職

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

【記載要領】
１．本調書は、申請日現在で作成すること。
２．資本関係に関する事項のうち、親会社については業種を問わず記載の対象となり、子会社については地方整備局等（港湾空港関係を除く。）が発注する測量・建設コンサルタント等業務の業種区分・業務内容を営む者を
　　記載の対象とする（有資格業者であるかは問わない）。
３．役員の兼任に関する事項については、地方整備局等（港湾空港関係を除く。）が発注する測量・建設コンサルタント等業務の業種区分・業務内容を営む者の役員を兼任している役員を記載の対象とする（有資格業者であ
　　るかは問わない）。役職名には、「代表取締役」、「取締役」（社外取締役を含む。）、「管財人」、「執行役」（代表執行役を含む。）、又は「理事長」のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役員」等は役員に該当しない。　

※受付番号 ※業者コード

業　態　調　書　（測量・建設コンサルタント等）

1

2

1 　 11 　

2 　 12 　

3 　 13 　

4 　 14 　

5 　 15 　

6 　 16 　

7 　 17 　

8 　 18 　

9 　 19 　

10 　 20 　

1 　

2 　

3 　

4 　

5 　

6 　

7 　

8 　

9 　

10 　
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様式特３（イ）を次のように改める。

別添を次のように改める。

一般競争（指名競争）参加資格認定通知書 記

殿

受付番号

平成　　　　年　　　　月　　　　日

部局長

有効期間 平成　　　　年　　　　月　　　　日　から

平成　　　　年　　　　月　　　　日　まで

業 種 区 分

※情報公開法に基づく開示請求があったときは、提出さ
れた申請書類（変更届を含む）は開示の対象となりま
す。（法人、団体及び個人の権利や競争上の地位その
他正当な利益を害するおそれがあるものを除く。）　さきに審査申請のあった標記の資格について、右記のとおり資

格があると認定（港湾空港関係を除きます。）しましたので、通知し

ます。
　なお、この通知書受領後に一般競争（指名競争）参加資格申請
書（測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等）の記載事項若しくは営業所の変更が

あった場合又は合併、破産、廃業等があったときは、速やかに届
け出て下さい。

郵 便 番 号

住 所

商 号 又 は 名 称

業 者 コ ー ド
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附 則

この要領による改正後の建設コンサルタント業務等請負業者選定事務処理要領は、平

成27年度以降に締結する契約に関する事務処理について適用する。


